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令和 6 年度厚生労働科学研究費 

「災害派遣精神医療チーム（DPAT）活動における機能強化と 

激甚災害（南海トラフ地震等）への対応検討のための研究」 

分担研究報告書 

 

DPAT の近隣自治体との連携強化 

 

研究分担者：五明佐也香（DPAT 事務局、獨協医科大学埼玉医療センター） 

 

研究協力者：福生泰久（DPAT 事務局、神経科浜松病院、藤田医科大学）、高尾碧（DPAT 事務

局、島根県立こころの医療センター）、余田悠介（千葉県長生保健所）、知花浩也（琉球ここ

ろのクリニック）、平位和寛（肥前精神医療センター）、尾﨑光紗（日本精神科病院協会、DPAT

事務局）、納橋優奈（日本精神科病院協会、DPAT 事務局） 

 

研究要旨 

昨年度は災害時における近隣自治体による合同チーム、いわゆる「地域ブロック隊」の

可能性の検討を行った。その結果、平時において、①近隣自治体の体制状況の把握、②合

同研修および合同訓練の実施を通じて自治体間の連携を深める、といった必要性がある

ことが示唆された。これらを踏まえ、今年度は令和５、６年に DMAT 地方ブロック訓練幹

事都道府県の DPAT 担当課を対象とし、アンケート調査を実施した。DPAT が DMAT 地方ブ

ロック訓練に参加することのメリットは大きいが、訓練内容を作成するにあたり、参加自

治体における DPAT 担当課の負担と予算の大きく二つが課題であることが明らかとなっ

た。 

来年度においては、他分担研究班の研究結果と併せて、より質の高い DPAT の育成に向

けて、DPAT 事務局主催の研修項目へ反映や、DMAT 地方ブロック訓練等の合同訓練や合同

研修の確立に向けた提言を行っていきたい。 

 

A. 研究目的 

昨年度、今後予想される大規模災害等に備

え、DPAT が迅速かつ質の高い活動を展開す

る目的で、近隣自治体における連携体制を

確認し、地域ブロック隊の可能性の検討と

課題の抽出を行った。その結果を踏まえ、地

方ブロックによる合同訓練や合同研修を確

立するための検討を行うこととした。 

 

B. 研究方法 

令和５、６年に DMAT 地方ブロック訓練幹事

都道府県の DPAT 担当課を対象とし、アンケ

ート調査（資料 1）を実施した。回答期間は、

令和 6 年 9 月 18 日から同年 10 月 8 日まで
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とした。 

 

C. 研究結果 

全 14 自治体にアンケートを送付し、青森県、

山形県、大阪府、兵庫県、広島県、埼玉県か

ら回答を得たが、埼玉県からの回答内容は

DMAT 地方ブロック訓練の内容ではなかった

ため除外とし、他 5 自治体の回答を集計し

た。なお、群馬県はアンケート結果集約以降

の訓練予定であったため今年度の結果に反

映することが叶わなかった。 

全国８ブロック中、２年間の内に DPAT とし

て幹事の自治体のみが訓練に参加したブロ

ックは延べ 4 つであり、大多数の DMAT 地方

ブロック訓練において、幹事の自治体以外

は不参加であるという結果となった（図１）。

また、訓練内容の作成は、その多くが自県の

DPAT 担当課が自県の DPAT 統括者や先遣隊

と協力して作成していることが明らかとな

り、ブロック内で共同して作成している自

治体は 1 自治体のみであった（図 2）。訓練

を実施するにあたり、同ブロックの DPAT 関

係者との「顔の見える」関係作りが出来たと

いう意見や、同じ県庁内で他部署との連携

や DMAT との連携が出来た等、様々な関係者

との連携が良かった点として挙げられた。

一方で、都道府県 DPAT の参加が出来なかっ

たこと等が課題として挙げられた（図 3）。 

事前打ち合わせは、対面と Web を併用して

いる自治体が約半数を占めた（図 4）。内容

は訓練の内容やシナリオ、運営タイムスケ

ジュール等、一般的に想定されるものであ

った。 

費用負担に関しては、一部 DMAT 訓練事業を

用いている自治体も認められたが、参加医

療機関の負担になっている自治体が非常に

多く、全ての自治体が、国庫補助が必要であ

ると回答した（図 5、6）。なお、訓練の際に

事前に DPAT 隊員に保険の加入を勧めたの

は 2 自治体のみであった（図 7）。 

実際に行った訓練内容は、DPAT 調整本部の

立ち上げと運営、DPAT 活動拠点本部の立ち

上げと運営が主であり、参加 DPAT の数や予

算の問題からも、それ以外の訓練までの余

裕がない印象であった。しかし、DPAT 関係

者や DMAT 担当課、精神科医療機関から協力

が得られなかったと回答した自治体はなか

った（図 8、9）。 

最終的に、DMAT 地方ブロック訓練に参加す

ることによるメリットとしては、同ブロッ

クの DPAT 関係者や DMAT 等他医療支援チー

ムとの「顔の見える」関係作りが構築出来た

こと等が挙げられた。一方で、時間や調整の

困難さといったデメリットも存在するが、

訓練自体に否定的な意見は見受けられなか

った（図 10）。 

 

D. 考察 

DMAT 地方ブロック訓練は、毎年ブロック内

で持ち回り制で行われているが、ほとんど

の自治体において、DPAT は幹事を行う時に

のみ訓練に参加しており、同ブロック内で

の他都道府県 DPAT 担当課との連携がとれ

ていなかったという実態が明らかとなった。

また、訓練内容の作成や事前の打ち合わせ

に関しても、自県の DPAT 担当課が主となり

行っていた。 

その背景には、費用負担の問題が非常に大

きく、DMAT 訓練事業の中で DMAT 地方ブロ

ック訓練の予算が確保されている DMAT と

比較して、DPAT が容易に訓練に参加が出来

ないことが浮き彫りとなった。 
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DPAT が DMAT 地方ブロック訓練に参加する

ことのメリットは大きいが、訓練内容を作

成するにあたって、自治体の DPAT 担当課の

負担と予算の問題の二つが大きいと考えら

れる。前者に対しては、今後マニュアル作成

や他自治体の訓練内容の共有等を行う事で

負担が軽減されると考えられる。また、後者

に関しては、DMAT と同程度の予算措置が必

要と考えられる。 

 

E. 結論 

DPAT が DMAT 地方ブロック訓練に参加する

ことのメリットは大きいが、訓練内容を作

成するにあたり、訓練参加自治体の DPAT 担

当課の負担と予算の大きく二つが課題であ

ると結論づけられた。 

来年度は、他分担研究班の研究結果と併せ

て、より質の高い DPAT の育成に向けて、

DPAT 事務局が実施する研修項目へ反映させ

ることへの提言や、DMAT 地方ブロック訓練

等の合同訓練や合同研修の確立に向けた提

言を行っていきたい。 

 

F. 健康危険情報 

なし 

 

G. 研究発表 

1.論文発表 

2.学会発表 

1）納橋優奈：災害派遣精神医療チーム（DPAT）

活動における地域連携強化のための課題に

ついて～DMAT 地方ブロック訓練への参加推

進に向けて～.第 30 回日本災害医学会総

会・学術集会、令和 7年 3 月 8 日 

H. 知的財産権の出願・登録状況（予定を含

む） 

1.特許取得 

2.実用新案登録 

3.その他  
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図 1 

 

 
 

 

 

 

 

 

図２ 
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図３ 

 

 
 

 

 

 

図４ 
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図５ 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ 
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図 7 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8 
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図 9 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10 
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資料１ 質問票 

 
 


